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本章では、施策の達成状況等を評価するための評価指標を設定するとともに、計画策定後の
進⾏管理の⽅法、届出制度について整理します。 

 
 
 

 

（１）評価指標の設定の考え方 

本計画の進捗状況を評価するための評価指標の設定にあたっては、評価・検証時の分かりや
すさを考慮し、第３章で整理した３つの⽴地適正化計画の⽅針と、第６章で整理した防災指針
の取組に関する内容に対して設定を⾏うことにより、都市機能誘導・居住誘導・公共交通ネッ
トワーク・防災の４つの視点により評価を⾏います。 

評価指標の設定においては、「定量的な⽬標値」を設定するとともに、それら⽬標の達成によ
り「期待される効果」を定量化する２層の設定を⾏い、本計画の進捗状況を明らかにします。 

 

【評価指標の構成】 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

第８章 計画評価と進行管理 

８－１ 評価指標の設定 

（立地適正化計画の方針） 

（防災指針） 

（定量的な目標値） （期待される効果） 

立地適正化計画の方針１ 

～都市機能誘導～ 

立地適正化計画の方針２ 

～居住誘導～ 

立地適正化計画の方針３ 

～公共交通ネットワーク～ 

防災指針の取組施策の 

実施による安全性向上 

定量的な目標値① 

定量的な目標値② 

定量的な目標値③ 

定量的な目標値④ 

期待される効果 

の定量化 
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（２）評価指標の設定 

定量的な⽬標値は次のとおりとします。 
 

〈 定量的な目標値①－１：都市機能誘導 〉 

 
 
 
 
 
 

（設定の考え方） 

各都市機能誘導区域の特性に応じて９箇所設定している誘導施設（市役所(本庁舎)、複合商業
施設、銀⾏・信⽤⾦庫等、中央図書館、芸術館）について、計画策定時点では、６つの施設が⽴地
していますが、将来的にそれらの維持を図るとともに、⽴地していない施設も含めて、９つの施
設全ての⽴地が図られているのかを確認します。 

（算出方法） 

・都市機能誘導区域の３区域全ての誘導施設の⽴地状況を確認 
 
 
〈 定量的な目標値①－２：都市機能誘導 〉 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（設定の考え方） 

各都市機能誘導区域での誘導施設の維持・誘導、歩⾏空間の環境整備等により、拠点内の魅⼒
を⾼め、将来的にも来訪者が維持・増加しているのかについて、各区域の⽞関⼝となる中⼼的な
鉄道駅の乗⾞⼈員（１⽇平均）の推移をもとに確認します。 

鎌倉駅・⼤船駅は、将来的な⼈⼝減少下においても維持することを⽬標とし、湘南深沢駅は、深
沢地域周辺地区でのまちづくりの進展による増加を期待した⽬標とします。 

（算出方法） 

  ・神奈川県資料や鉄道事業者のデータ等をもとに、乗⾞⼈員（１⽇平均）を把握 
  ・鎌倉駅は JR と江ノ島電鉄の合計値、⼤船駅は JR と湘南モノレールの合計値 
 
 
 
 

評価指標 
現況値 

令和３年度(20２１年度) 

目標値 

令和２３年度(２０４１年度) 

都市機能誘導区域内の 

誘導施設の立地数 
６／９施設 ９／９施設 

評価指標 
現況値 

令和元年度(２０１９年度) 

目標値 

令和２３年度(２０４１年度) 

都市機能誘導区域の中心的な鉄道駅 

の乗車人員（１日平均） 

(鎌倉駅) 

       55,886 人 

 

       維  持 

(大船駅) 

      113,475 人 

 

       維  持 

(湘南深沢駅) 

        3,060 人 

 

       増  加 
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〈 定量的な目標値②：居住誘導 〉 

 
 
 
 
 
 

（設定の考え方） 

平成 27 年(2015 年)の国勢調査時点の居住誘導区域の⼈⼝密度は 73.5 ⼈/ha ですが、将来的
な⼈⼝推計においては、全市的な⼈⼝減少により、令和 22 年(2040 年)には 64.6 ⼈/ha まで減
少することが想定されます。 

今後、居住誘導区域内での⽣活利便性の確保を図ることにより、⼈⼝密度の維持を⽬指します。 

（算出方法） 

  ・250m メッシュ⼈⼝（国勢調査）をもとに、メッシュ毎の市街化区域内⼈⼝に対して、市街化区
域⾯積に対する居住誘導区域⾯積の割合を乗じて、メッシュ毎の居住誘導区域内⼈⼝を算出し、
その全市的な合計値 

  ・⽬標値は、国勢調査の数値を活⽤することを想定して、⽬標年次(令和 23 年度(2041 年度))の
直近である令和 22 年(2040 年)に設定 

 
 
〈 定量的な目標値③：公共交通ネットワーク 〉 

 
 
 
 
 
 

（設定の考え方） 

居住誘導区域の設定条件の⼀つである公共交通について、今後もバス事業者との協議・連携に
よるサービス⽔準の確保や、都市計画道路整備による新たな公共交通網の形成等に努めることに
より、市内の鉄道駅・バス停からの徒歩利⽤圏の確保を⽬指し、その徒歩利⽤圏に居住する⼈⼝
割合が維持・向上しているのかを確認します。 

（算出方法） 

  ・全ての鉄道駅から半径 750m、全てのバス停から半径 300m の範囲内に含まれる⼈⼝について、
全⼈⼝を除して算出 

  ・範囲内の⼈⼝は、250m メッシュ⼈⼝（国勢調査）をもとに、範囲内外の⾯積按分により算出 
  ・⽬標値は、国勢調査の数値を活⽤することを想定して、⽬標年次(令和 23 年度(2041 年度))の

直近である令和 22 年(2040 年)に設定 

評価指標 
現況値 

平成２７年(２０１５年) 

目標値 

令和２２年(２０４０年) 

居住誘導区域内の人口密度 73.5 人/ha 73.5 人/ha 以上 

評価指標 
現況値 

平成２７年(２０１５年) 

目標値 

令和２２年(２０４０年) 

公共交通の徒歩利用圏の人口割合 91.7% 91.7%以上 
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〈 定量的な目標値④：防災指針の取組施策の実施による安全性向上 〉 

 
 
 
 
 
 

（設定の考え方） 

防災指針での取組施策を具体的に実践するため、これまで、主に良好な住環境形成の誘導等に
活⽤されてきた都市計画法に基づく地区計画制度を⽤いて、地区の防災性向上に資するまちづく
りのルールを定めることにより、地区単位で災害に強いまちへ徐々に転換することを⽬指し、そ
れら地区計画を実際に策定した地区数を確認します。 

（算出方法） 

⽴地適正化計画策定後、防災性向上に資するまちづくりのルール（制限等）を定めた地区計画
を策定した地区数 

 
 
 

４つの視点（都市機能誘導・居住誘導・公共交通ネットワーク・防災）をもとに各種取組を
進めることにより、前述の定量的な⽬標値の達成を⽬指し、それら取組の総合的な成果として、
次の期待される効果の達成を⽬指します。 

 

〈 期待される効果の定量化 〉 

 
 
 
 
 
 

（設定の考え方） 

本計画の総合的な取組成果を確認するため、毎年、鎌倉市総合計画の取組に関する市⺠の認知
度等を把握するために実施している「鎌倉市市⺠意識調査」において、⽣活しやすい市街地が形
成されている実感が増加しているのかを確認します。 

（算出方法） 

・鎌倉市市⺠意識調査での設問「まちづくりが計画的に進められていて、⽣活しやすい市街地が
形成されているまち」での選択肢「とてもそう思う」または「少しそう思う」と回答した割合 

 
  

評価指標 
現況値 

令和３年度(20２１年度) 

目標値 

令和２３年度(２０４１年度) 

防災性向上に資する地区計画を 

策定した地区数 
０地区 １地区以上 

評価指標 
現況値 

令和元年度(２０１９年度) 

目標値 

令和２３年度(２０４１年度) 

生活しやすい市街地が 

形成されていると 

実感する市民の増加 

２４．５％ ３０．０％以上 
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⽴地適正化計画は、概ね５年ごとに施策・事業の実施状況を調査及び分析評価を⾏い、計画
の進捗状況や妥当性を検討・精査することが望ましいとされています。 

計画の運⽤にあたっては、PDCA サイクルの考え⽅に基づき、施策の進捗状況や社会情勢の
変化を踏まえながら、鎌倉市総合計画や鎌倉市都市マスタープラン等の計画との整合を図りつ
つ、必要に応じて計画や施策の⾒直しを⾏います。 

評価検証において計画の⾒直しが必要となった場合は、改めて市⺠、都市計画審議会等から
の意⾒聴取を⾏いながら、さらなる計画の推進を図っていきます。 

 

【PDCA サイクルによる取組】 

 

 

 

 

 

 

 

  

８－２ 進行管理の方法 

Plan（計画） 
立地適正化計画の策定 

Do(実行) 
施策の実行 

Action（見直し） 
評価・検証に基づいた     

見直し・改善       

Check(評価) 
進捗状況の把握、評価・検証 
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本計画の策定により、本市域内では、都市再⽣特別措置法に基づく届出が義務付けられ、各
都市機能誘導区域の区域外における誘導施設の整備や、住宅の建築⽬的の⼀定規模以上の開発
⾏為を⾏う場合は、市への届出が必要となります。 

 
（１）都市機能誘導区域に関する届出制度 

都市機能誘導区域外での誘導施設の建築の動向を把握することを⽬的として、都市再⽣特別
措置法第 108 条第１項の規定に基づき、都市機能誘導区域外で誘導施設を含む開発⾏為や建築
等⾏為を⾏おうとする場合は、⾏為に着⼿する⽇の 30 ⽇前までに市へ届出が必要です。 

【都市機能誘導区域外で届出の対象となる行為】 

 
 

 

 

 

【都市機能誘導区域外で届出が必要となる場合のイメージ：複合商業施設の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、都市再⽣特別措置法第 108 条の２第１項の規定に基づき、既にある都市機能誘導区域
内の誘導施設を休⽌または廃⽌しようとする場合には、⾏為に着⼿する 30 ⽇前までに市へ届
出が必要です。 

【都市機能誘導区域内で届出の対象となる行為】 

 
 

 

 

  

８－３ 届出制度 

開発行為 ● 誘導施設を有する建築物の建築⽬的の開発⾏為を⾏おうとする場合 

建築等行為 

● 誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 
● 建築物を改築して誘導施設を有する建築物とする場合 
● 建築物の⽤途を変更して誘導施設を有する建築物とする場合 

休廃止 

● 都市機能誘導区域内の誘導施設を休⽌または廃⽌しようとする場合 
  ※休⽌︓施設の再開の意思がある場合 
  ※廃⽌︓施設の再開の意思がない場合 
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届出の対象となる施設は、第４章で整理した次の誘導施設です。 

【届出の対象となる誘導施設】 

 

 

 

 

  

誘導施設 定 義 

都市機能誘導区域 

①
鎌
倉
駅
周
辺
拠
点 

②
大
船
駅
周
辺
拠
点 

③
深
沢
地
域
国
鉄 

 
 

跡
地
周
辺
拠
点 

市役所（本庁舎） 地⽅⾃治法第４条第１項に規定する施設   ◯ 

複合商業施設 

⼤規模⼩売店舗⽴地法第２条第２項に規定する店
舗のうち、店舗⾯積 3,000 ㎡以上の商業施設、か
つ都市拠点の中⼼的な鉄道駅（鎌倉駅、⼤船駅、
湘南深沢駅）から半径 750m の徒歩利⽤圏に⽴地
する施設 
 
※「商業集積地区」は届出対象外 

◯ ◯ ◯ 

銀行、信用金庫等 

銀⾏法第２条に規定する銀⾏、農⽔産業協同組合
貯⾦保険法第２条第４項第１号に規定する信⽤事
業、信⽤⾦庫法に規定する信⽤⾦庫を⾏う施設、
労働⾦庫法に規定する労働⾦庫を⾏う施設 

◯ ◯ ◯ 

中央図書館 
図書館法第２条第１項に規定する図書館であっ
て、鎌倉市図書館の設置及び管理に関する条例第
２条に規定する中央図書館 

◯   

芸術館 
鎌倉市芸術館条例第 2 条第 1 項に規定する鎌倉芸
術館  ◯  
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（２）居住誘導区域に関する届出制度 

居住誘導区域外での住宅開発等の動向を把握することを⽬的として、都市再⽣特別措置法第
88 条第１項の規定に基づき、居住誘導区域外で住宅を含む開発⾏為及び建築等⾏為を⾏おうと
する場合は、⾏為に着⼿する⽇の 30 ⽇前までに市へ届出が必要です。 

【居住誘導区域外で届出の対象となる行為】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

開発行為 

● ３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

 

（例）          ３戸の開発行為 

 

 

● １戸または２戸の住宅の建築目的の開発行為で 1,000 ㎡以上の規模のもの 

 

（例）          1,300 ㎡で１戸の開発行為 

 
 
                800 ㎡で２戸の開発行為 
 

建築等行為 

● ３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

● 建築物を改築し、または建築物の用途を変更して３戸以上の住宅等とする場合 

 

（例）          ３戸の建築行為 

 

 

              １戸の建築行為 

 

 

届出必要 

届出必要 

届出不要 

届出必要 

届出不要 



第８章 計画評価と進行管理 

126 
 

 

 

 

 

（印刷用余白ページ） 


